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１ 重要な指摘事項に係る措置事項 

（ な し ） 

 

２ その他指摘事項・検討を要する事項に係る措置事項 
２－１ 各団体に対するもの 

監 査 対 象 団 体 公益財団法人佐賀県総合保健協会 

監 査 執 行 年 月 日 平成27年9月17日 

（監査の結果）1-1 

【出資団体関係】 

（１）理事会の運営で不十分なものがあった。 

定款において、会長、副会長、専務理事及

び常務理事は、自己の職務の執行の状況を、

毎事業年度に４箇月を超える間隔で 2 回以上

理事会に報告しなければならないとされてい

るが、行われていなかった。 

（措置の内容）D-1-1 

【所管課：健康増進課】 

○ 公益財団法人佐賀県総合保健協会に対し、定

款で定める職務執行状況報告を行うことを指

導し、指導後の理事会で職務の執行状況を報告

していることを確認している。 

 

 

監 査 対 象 団 体 公益財団法人佐賀県アイバンク協会  

監 査 執 行 年 月 日 平成27年8月19日 

（監査の結果）1-2 

【出資団体関係】 

（１）組織又は諸規程で見直しが必要なものがあ

った。 

   諸規程と組織の実態が整合していないこと

から、組織又は規程の見直しを行う必要があ

る。 

  ① 事務処理規則第3 条では、事務局に事務

局長を置くと規定されているが、事務局長

を選任されておらず、規定との齟齬が生じ

ている。 

 ② 経理基準第3条では、経理責任者は常務

理事と規定されているが、常務理事を選任

されておらず、規定との齟齬が生じている。

（措置の内容）D-1-2 

【所管課：健康増進課】 

 

 

 

 

 

○ 平成28年5月21日に開催された評議員会に

おいて、事務局長が選任されたことを確認し

た。 

 

○ 平成28年3月25日付けで経理規程第3条の

規定の改正が行われ、代表理事が経理責任者を

兼任することが可能となった。 

現在、経理責任者は、代表理事が兼任されて

いる。  
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監 査 対 象 団 体 公益財団法人佐賀県地域産業支援センター 

監 査 執 行 年 月 日 平成27年10月1日 

（監査の結果）1-3 
【公益財団法人佐賀県地域産業支援センター運営

費補助関係】 

（１）実績報告で十分でないものがあった。 

   補助金で取得した備品については、公益財

団法人佐賀県地域産業支援センター運営費補

助金交付要綱第8条第3項の規定に基づき、

実績報告書に添えて取得財産等明細表を県へ

報告する必要があるにもかかわらず、これを

行っていなかった。     

（措置の内容）D-1-3 

【所管課：産業企画課】 

 

○ 補助金交付要綱に基づき、実績報告書の添付

資料として、取得財産等明細表を提出するよう

指導した結果、平成27年9月10日に県へ提出

され、内容を確認した。 

 

監 査 対 象 団 体 公益財団法人さが緑の基金  

監 査 執 行 年 月 日 平成27年7月31日 

（監査の結果）1-22 

【佐賀県造林事業補助関係】 

（１）承認手続きで、適正でないものがあった。

決裁規程では常務理事の専決事項に係るも

のを、事務局長の専決で処理していた。 

 

事業名：よかウッドフェスタ（併催事業緑化

祭）開催企画運営業務委託 

契約金額：1,100,000円 

（措置の内容）D-1-4 

【所管課：森林整備課】 

○ 今後は決裁区分を守り、確実に常務理事の専

決で処理するよう指導した。 

 

 

 

 

監 査 対 象 団 体 株式会社近鉄エクスプレス  

監 査 執 行 年 月 日 平成27年10月27日 

（監査の結果）1-25 

【佐賀県佐賀空港国際貨物利用促進事業補助関

係】 

（１）交付申請で、適正でないものがあった。 

補助金の交付額には影響は生じないもの

の、補助金交付申請書添付の国際貨物取扱実

績で、補助単価の適用を誤っているものがあ

った。 

（措置の内容）D-2-1 

【所管課：空港課】 

 

○ 今後、同様な事態が発生しないよう、補助対

象額の算定にあたっては、細心の注意を払い、

再発防止を徹底するよう指導した。 
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監 査 対 象 団 体 社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会   

監 査 執 行 年 月 日 平成27年9月29日 

（監査の結果） 1-6 

【佐賀県社会福祉協議会運営事業（県単）補助金

関係】 

（１）実績報告書で誤っているものがあった。 

補助金の交付額には影響は生じないもの

の、補助対象とする職員を補助金申請時から

変更しているにもかかわらず、事業実施結果

報告書（別紙２）の職員名簿を、申請時から

所要の修正を行わないままに報告していた。

（措置の内容）D-2-2 

【所管課：福祉課】 

 

○ 県社会福祉協議会に修正を依頼し、書類の差

替えを行った。 

 

監 査 対 象 団 体 社会福祉法人誠心会  

監 査 執 行 年 月 日 平成27年7月22日 

（監査の結果）1-8 

【高齢者福祉施設災害時避難車両整備事業費補助

金関係】 

（１）契約事務で適正でないものがあった。 

①入札結果が確認できる書類が作成されてい

なかった。 
②予定価格調書が作成されていなかった。 

③契約締結後の届出がされていなかった。 

（措置の内容）D-2-3 

【所管課：長寿社会課】 

 

 

○ 作成し、提出済みである。 

 

○ 作成し、提出済みである。 

○ 提出済みである。 

 

監 査 対 象 団 体 社会福祉法人唐津福祉会   

監 査 執 行 年 月 日 平成27年６月23日 

（監査の結果）1-9 

【高齢者福祉施設災害時避難車両整備事業費補助

金関係】 

（１）契約事務で適正でないものがあった。 

 競争により契約を締結した時は、入札結果

及び契約書の写しを知事に届け出ることとな

っているが、届け出が出されていなかった。

（措置の内容）D-2-4 

【所管課：長寿社会課】 

 

○ 提出済みである。 
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監 査 対 象 団 体 社会福祉法人たちばな会    

監 査 執 行 年 月 日 平成27年８月４日  

（監査の結果）1-10 

【高齢者福祉施設災害時避難車両整備事業費補助

金関係】 

（１）契約事務で適正でないものがあった。 

   競争により契約を締結した時は、入札結果

及び契約書の写しを知事に届け出ることとな

っているが、届け出が出されていなかった。

 

【佐賀県社会福祉施設等耐震改修等整備費補助

〔耐震改修分〕関係】 

（１）補助事業の年度繰越に伴う現年度の出来高

に関する実績報告書が提出されていなかっ

た。 

（措置の内容） 

【所管課：長寿社会課】 

 

○提出済みである。D-2-5 

 

 

 

 

【所管課：障害福祉課】D-2-8 

 

○ 補助事業の事務執行にあたっては、年度繰越

に伴う現年度の出来高に関する実績報告書の提

出等、適切に処理するよう指導した。 

 

監 査 対 象 団 体 社会福祉法人済昭園     

監 査 執 行 年 月 日 平成27年８月27日  

（監査の結果）1-11 

【高齢者福祉施設災害時避難車両整備事業費補助

金関係】 

（１）契約事務で適正でないものがあった。 

   競争により契約を締結した時は、入札結果

及び契約書の写しを知事に届け出ることとな

っているが、届け出が出されていなかった。

（措置の内容）D-2-6 

【所管課：長寿社会課】            

 

○ 提出済みである。 

 

監 査 対 象 団 体 一般財団法人佐賀県老人クラブ連合会 

監 査 執 行 年 月 日 平成27年10月８日  

（監査の結果）1-12 

【佐賀県老人クラブ活動推進員設置費補助関係】

（１）規程類で改正を要するものがあった。 

   補助事業経費の執行に必要な給与規程や旅

費規程などの規程類の改正が行われておら

ず、実際の運用と齟齬が生じていた。 

 

（措置の内容）D-2-7 

【所管課：長寿社会課】 

 

○ 給与規程や旅費規程等、各種規程の整備、改

善について、平成２８年度中に改善する。 
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監 査 対 象 団 体 一般社団法人佐賀市医師会 

監 査 執 行 年 月 日 平成27年6月17日 

（監査の結果） 
【佐賀県看護師等養成所運営費補助関係】 
（１）契約事務で適正でないものがあった。 

生徒用のノートパソコンの整備に当たり、

前年度購入業者と随意契約を行っていたが、

競争入札により契約すべきであった。 

 

購入単価   91,800円 

購入台数      18台 

合  計  1,652,400円 

 

（措置の内容）D-2-9 
【所管課：医務課】 
○ 事業者に対して、補助金交付要綱等に基づき

適正に事務処理を行うよう指導し、改善を図っ

た。 

 

 

監 査 対 象 団 体 医療法人博文会小栁記念病院   

監 査 執 行 年 月 日 平成27年６月４日  

（監査の結果）1-15 

【佐賀県病院内保育所運営事業費補助関係】 

（１）実績報告書の内容に誤りがあった。 

補助金の交付額には影響は生じないもの

の、実績報告書において、収支決算書及び収

支状況報告書の一部を誤って記載していた。

① 保育料の徴収を翌月に行われているにも

かかわらず、保育料収入の報告として、４

月～３月に徴収した額で報告されており、

保育対象期間と１か月のずれが生じてい

た。 

② 給与費に７月賞与分の計上が漏れてい

た。 

③ 実績報告では退職給与引当金繰り入れが

計上されているものの、病院の決算書には

計上がなく、整合していなかった。 

（円）

 正 誤 

保育料収入 2,799,000 2,915,900

給与費 22,439,924 20,355,506

退職給与引

当金繰入 
0  920,000 

 

（措置の内容）D-2-10 

【所管課：医務課】 

○ 事業者に対し、実績報告書に誤りがないよ

う、確認の徹底と適正な事務処理について指導

し、改善を図った。 
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監 査 対 象 団 体 佐賀県青少年育成県民会議 

監 査 執 行 年 月 日 平成27年6月30日 

（監査の結果）1-16 

【佐賀県子ども・若者育成支援推進事業費補助金

関係】 

（１）補助事業の執行で適正でないものがあった。

   補助金額の減額を伴う内容の変更に際し、

変更承認申請書を提出していなかった。 

（措置の内容）D-2-11 

【所管課：こども未来課】 

 

○ 補助金額に変更が生じた際には、補助金交付

要綱に基づき、必ず変更交付申請を行うよう指

導した。 

 

監 査 対 象 団 体 学校法人清風学園   

監 査 執 行 年 月 日 平成27年8月18日 

（監査の結果）1-4 

【佐賀県私立幼稚園運営費補助金関係】 

（１）補助対象経費の取扱いについて、適正でな

いものがあった。 

補助金の交付額には影響は生じないもの

の、実績報告書において、補助対象外経費の

一部を補助事業に要した経費に含めて報告し

ていた。 

・旅費及び食糧費 嘉瀬幼稚園 139,450 円

（措置の内容）D-2-12 

【所管課：こども未来課】 

○ 今後は補助対象外経費を含めることのないよ

う、十分に確認し、報告を行うよう適正な事務

処理について指導した。 

 

 

監 査 対 象 団 体 榎田ファミリーホーム  

監 査 執 行 年 月 日 平成27年９月1 日 

（監査の結果） 1-7 

【平成26年度佐賀県安心こども基金特別対策事

業費補助（児童養護施設等の生活向上のための

環境改善事業）関係】 

（１）契約事務で適正でないものがあった。 

補助金の交付額には影響は生じないもの

の、補助金交付要綱で証拠書類の整備・保管

が必要であるにもかかわらず、対象事業費の

一部について領収書等を保管していないもの

があった。 

（措置の内容）D-2-13 

【所管課：こども家庭課】 

 

 

○ 榎田ファミリーホームに対し改善を指導し

た。平成２８年２月５日付で、今後は補助金等

公金の管理を規定に基づき適正に行う旨の改

善報告を受けた。 
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監 査 対 象 団 体 唐津商工会議所   

監 査 執 行 年 月 日 平成27年６月16日  

（監査の結果）1-17 

【佐賀県小規模事業経営支援事業費補助関係】 

（１）家族手当の認定について、不適切なものが

あった。 

家族手当の認定で、被扶養者の所得を証明

する証明書が添付されていないものがあっ

た。 

（措置の内容）D-2-14 

【所管課：経営支援課】 

○ 被扶養者の所得を証明する書類が添付され

ていなかった職員について、当該書類が提出さ

れ、認定要件を満たしていることを確認した。

 今後も、給与規程に沿った運用を行うよう指

導した。 

○ また、今後は、再発防止のため、必要書類を

確認するためのチェックシートを作成し、書類

の漏れがないかどうかのチェックを行う旨の

報告を受けている。 

 

監 査 対 象 団 体 唐津地域有害鳥獣広域駆除対策協議会   

監 査 執 行 年 月 日 平成27年11月10日 

（監査の結果）1-18 

【佐賀県イノシシ等被害防止対策事業費補助関

係】 

（１）補助事業の執行（捕獲報償金）で、適正で

ないものがあった。 

   捕獲報償金の交付対象者は、唐津地域有害

鳥獣捕獲報償金交付要領によれば、有害鳥獣

を捕獲した従事者となっているが、捕獲報償

金の支払は各地区駆除班の代表者に支出され

ていた。 

（措置の内容）D-2-15 

【所管課：生産者支援課】 

○ 唐津地域有害鳥獣広域駆除対策協議会で定め

た交付要領では、捕獲従事者への支払いは各地

区の駆除班を通じて行うとされているものの、

駆除班の一部において、捕獲従事者から駆除班

代表者に受領事務を委任する委任状が適切に作

成されていないといった不備な事務処理がなさ

れていた。 

このため、唐津協議会事務局に対し、捕獲従

事者からの適切な委任状を確認したうえで支払

うよう不備な点を改め、適切に事務処理するよ

う指導している。 
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監 査 対 象 団 体 一般社団法人佐賀県農業会議 

監 査 執 行 年 月 日 平成27年７月28日 

（監査の結果）1-19 

【佐賀県農業委員会等交付金等事業補助関係】 

（１）通勤手当の支給事務で、適正でないものが

あった。 

   通勤手当の支給にあたり、通勤手当の認定

をしていなかった。 

（措置の内容）D-2-16 

【所管課：農産課】 

○ 一般社団法人佐賀県農業会議に対し、通勤手

当の支給事務において通勤手当の認定を行うよ

う指示し、以下のとおり改善が図られているこ

とを確認した。 

（１）通勤手当認定簿により、通勤手当の認定が

行われていることを確認した。 

 

監 査 対 象 団 体 神埼市土地改良区 

監 査 執 行 年 月 日 平成27年９月15日 

（監査の結果）1-23 

【佐賀県水土総合強化推進事業費補助関係】 

（１）契約事務で適正でないものがあった。 

１件50万円を超える随意契約を行う際、工

事執行規程に定める予定価格調書が作成され

ていなかった。 

 

（２）財産管理台帳の整備で適正でないものがあ

った。 

フェンス改修に伴い、効用の増加した財産

について、財産管理台帳に記載がなかった。

（措置の内容）D-2-17 

【所管課：農地整備課】 
 
○ 今後、同様の事態が発生しないよう、工事等
執行規程の遵守を徹底するよう指導した。 

 
 
 
 
○ フェンス補修の台帳への記載を確認した。今
後は適切な台帳整備を徹底するよう指導した。

 

 

 

監 査 対 象 団 体 東与賀町土地改良区    

監 査 執 行 年 月 日 平成27年10月22日 

（監査の結果）1-24 

【佐賀県地域農業水利施設ストックマネジメント

事業補助関係】 

（１）財産管理台帳の整備で適正でないものがあ

った。 

   保有施設については、「農業用施設台帳」に

記載して管理するようにされているものの、

今回整備した施設の更新・補修履歴の記載を

行っていなかった。 

今後、施設の適正管理を行っていくために

も、台帳整備の徹底を図られたい。 

（措置の内容）D-2-18 

【所管課：農地整備課】 

 

○ 平成 26 年度に整備した施設の更新・補修履

歴の台帳への記載を確認した。 

今後は適切な台帳整備を徹底するよう指導

した。 
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監 査 対 象 団 体 まつら森林組合  

監 査 執 行 年 月 日 平成27年10月28日 

（監査の結果）1-20 

【佐賀県造林事業補助関係】 

（１）補助事業の事業管理で、適正でないものが

あった。 

佐賀県造林事業実施要領運用規程におい

て、確認用の写真の撮影位置及び方向を申請

図面に記入することとされているが、記入さ

れていなかった。 

（措置の内容）D-2-19 

【所管課：林業課】 

○ 事業担当職員が、補助事業の規定を熟知して

いなかったため、改めて事業の制度及び実施規

程に対する理解を深めるよう指導した。 

また、補助金申請書の提出にあたっては、事

業担当者に任せず、事業担当課全体で確認する

こととした。 

 

監 査 対 象 団 体 太良町森林組合  

監 査 執 行 年 月 日 平成27年10月15日 

（監査の結果）1-21 

【佐賀県造林事業補助関係】 

（１）交付申請で、適正でないものがあった。 

補助金の交付額には影響は生じないもの

の、補助金交付申請書添付の社会保険等の加

入状況実態調査表で、雇用保険等の加入状況

を誤って記載しているものや、作業者名の記

載が一部漏れているものがあった。 

（措置の内容）D-2-20 

【所管課：林業課】 

○ 雇用保険等の加入状況の誤った記載につい

ては、事業担当と総務担当の確認不足により生

じたものであることから、作業員の社会保険の

加入状況確認については、責任者を明確にし、

組織全体で情報を共有している。 

  また、作業者名簿の記載漏れについては、月

給制職員と日給制職員の出役簿の整理時期が

異なっていたことに原因があり、今後は、同一

時期に同一担当者が整理し、供覧、確認を行っ

ている。 
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監 査 対 象 団 体 佐賀県高等学校文化連盟 

監 査 執 行 年 月 日 平成27年８月20日 

（監査の結果）1-26 

【佐賀県高等学校文化事業費補助関係】 

（１）契約事務で適正でないものがあった。 

10万円以上の契約に際し、見積り合せが行

われていなかった。 
 

（２）実績報告額と団体の決算額が符合していな

かった。 

 補助金の交付額には影響は生じないもの

の、補助対象経費のうち、専門部活動助成事

業については、高等学校文化連盟助成金や生

徒からの参加料等で実施されていたが、生徒

からの参加料等（2,646 千円）が団体の決算

書に計上されておらず、実績報告額と団体の

決算額が符合せず実績報告額の確認ができな

かった。 

 

 実績報告書の専門活動助成費の支出額   

6,038,384円 

 団体の決算書に計上されている決算額 

 3,392,341円  

 差 額    2,646,043円（参加料等） 

 

（措置の内容）D-2-21 

【所管課：学校教育課】 

○ （１）、（２）については、佐賀県高等学校文

化連盟に対し、１０万円以上の契約については

見積もり合わせを行い、実績報告と団体の決算

報告が符合するよう指導するとともに、通知を

行った。 

  いずれも、適切に履行確認を行っていく。 

 

 

監 査 対 象 団 体 佐賀県高等学校体育連盟    

監 査 執 行 年 月 日 平成27年８月26日 

（監査の結果）1-27 

【学校スポーツ競技力向上推進費補助金関係】 

（１）補助対象経費の取扱いについて、適正でな

いものがあった。 

   補助金の交付額には影響は生じないもの

の、実績報告書において、補助対象外経費の

一部を補助事業に要した経費に含めて報告し

ていた。 

（措置の内容）D-2-22 

【所管課：保健体育課】 

○ 補助金の執行に当たっては、補助金交付要綱

の規定の事前確認や実績報告書提出における

内容精査を徹底するなど、再発防止に努めるよ

う通知を行った。 
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監 査 対 象 団 体 “さが”農産物ブランド確立対策推進協議会 

監 査 執 行 年 月 日 平成27年８月27日 

（監査の結果）1-28 

【“さが”農産物ブランド確立対策推進協議会負担

金関係】 

（１）事務処理で適正でないものがあった。 

協議会会計規程では、やむを得ない場合に

限り立替払を行うことができるとされている

が、契約締結に係る印紙代や土産代などの支

払いで事務局員による立替払が常態化してお

り、また、その後の精算処理に期間を要して

いるものがあった。 

立替払について、適正な事務処理を行う必

要がある。 

（例）印紙代   （400円） 立替日：Ｈ26.4.1、 精算日：Ｈ27.5.12

    〃  （20,000円）   〃 ：Ｈ26.10.1、 〃  ：Ｈ27.5.12

土産代  （1,150円）  〃 ：Ｈ26.12.4、 〃  ：Ｈ27.5.12

（措置の内容）D-3-1 

【所管課：流通・通商課】 

 

○“さが”農産物ブランド確立対策推進協議会に

対し、安易に立替払を行わず、やむを得ず立替

払を行う場合は、会計主任に報告し、会計主任

の判断を仰ぐとともに、速やかに精算事務を行

うよう指導した。 

 

○ その結果、会計主任は立替払を認めた場合、

立替払の内容（立替払者・金額・支出日等）を

台帳（別添様式）に整理し精算まで適切に管理

を行っていることを確認している。 

 

 

監 査 対 象 団 体 佐賀県ヨット連盟 

監 査 執 行 年 月 日 平成27年10月14日 

（監査の結果）1-5 

【佐賀県ヨット連盟運営費補助関係】 

（１）時間外勤務手当で、支給していないものが

あった。 

   平成 27 年３月分の時間外勤務手当につい

て、予算を超過したことを事由に、一部支給

されていなかった。 

（措置の内容）D-4-1 

【所管課：スポーツ課】 

○ 時間外手当の支給漏れについては、平成 27

年10月30日に支給されたことを確認した。今

後は、情報の共有と適正な事務処理に努めるよ

う団体に対して指導を行った。 

 

 

 

 

監 査 対 象 団 体 一般社団法人佐賀県聴覚障害者協会 

監 査 執 行 年 月 日 平成27年10月21日 

（監査の結果）1-13 

【公の施設：佐賀県聴覚障害者サポートセンター

関係】 

（１）協定書に基づく再委託の承認が行われてい

なかった。 

   管理運営業務の第三者への委託に際し、協

定書に基づく県の事前承諾の手続が取られて

いなかった。 

（措置の内容）D-4-2 

【所管課：障害福祉課】 

 

○ 指定管理委託の事務執行にあたっては、再委

託の際の協議書に基づく事前手続等、適切に処

理するよう指導した。 
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２－２  各所管課及び関係課に対するもの 

【出資団体等関係】 

所 管 課 畜産課 

監 査 対 象 団 体 公益社団法人佐賀県畜産協会 

（監査の結果）2-1 

【佐賀県肉用牛肥育経営安定特別対策事業関係】

（１）補助金交付要綱で整備を要するものがあっ

た。 

   佐賀県補助金等交付規則に定める補助金交

付申請処理に係る標準的な期間について定め

られていなかった。 

（措置の内容）S-1-1 

 

○ 平成 27 年 12 月 11 日付けで要綱の一部改正

を行い、補助金交付申請処理に係る標準的な期

間を 30 日と定めた。また、同日付けで、監査

対象団体に対し通知を行った。 

 

【補助金等交付団体関係】 

 

所 管 課 空港課 

監 査 対 象 団 体 株式会社近鉄エクスプレスほか4団体 

（監査の結果）3-14 

【佐賀県佐賀空港国際貨物利用促進事業補助関

係】 

（１）交付申請書の審査で不十分なものがあった。

補助金交付申請書添付の国際貨物取り扱い

実績で、補助単価の適用を誤っているものが

あった。交付申請書の審査を徹底されたい。

（措置の内容）S-2-1 

 

 

○ 交付申請書の審査において、適用基準に従っ

て適正な申請の審査を実施するため、事業担当

者および複数名による申請内容の確認を徹底

していく。 
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所 管 課 福祉課   

監 査 対 象 団 体 社会福祉法人佐賀県社会福祉協議会 

（監査の結果）3-4 

【佐賀県社会福祉協議会運営事業（県単）補助関係】

（１）補助金交付要綱で整備を要するものがあっ

た。 

 佐賀県補助金等交付規則に定める補助金交

付申請処理に係る標準的な期間について定め

られていなかった。 

 

（２）実績報告書の審査及び団体の指導で不十分

なものがあった。 

① 補助金の交付額には影響は生じないもの

の、総事業費及び当該事業に係る収入額に

ついて、総事業費として人件費のみ、収入

も０での報告がなされているが、団体の資

金収支報告書（法人運営サービス区分）で

は、人件費以外の経費や収入が記載されて

おり、団体に的確な実績報告を行うよう指

導するとともに、審査の徹底を図る必要が

ある。 

 

② 地域福祉活動指導実施状況として、個別

指導の一般指導を延べ200 回、特別指導を

延べ100 回と報告されているが、この数値

の根拠となる記録等が確認できないにも関

わらず、報告書を受理している。 

今後は、団体に的確な実績報告を行うよ

う指導するとともに、審査の徹底を図る必

要がある。  

（措置の内容）S-2-2 

 

○ 平成28年1月29日付で補助金要綱を改正し、

「補助金等の交付の申請が到達してから当該

申請に係る補助金等の交付を決定するまでに

通常要すべき標準的な期間は、30日とする」と

した。 

 

○ 補助金要綱を改正し、対応した。 

  審査についてもさらなる徹底を図る。 
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所 管 課 長寿社会課  

監 査 対 象 団 体 佐賀県老人クラブ連合会 

（監査の結果）3-6 

【佐賀県老人クラブ活動推進員設置費補助関係】

（１）補助金の交付決定が遅延していた。 

   補助金交付要綱で、補助金交付申請が到達

してから交付決定をするまでに通常要すべき

標準的な期間は、３ヶ月とすると規定されて

いるにもかかわらず、交付決定までに４ヶ月

以上を要していた。 

  ・補助金変更申請年月日  

平成26年10月16日 

  ・補助金変更交付決定年月日 

 平成27年２月25日 

（措置の内容）S-2-3 

 

○ 以後、このようなことの無いよう、適切な事

務の執行を行っていく。 

 

所 管 課 障害福祉課  

監 査 対 象 団 体 社会福祉法人たちばな会ほか６団体 

（監査の結果）3-7 

【佐賀県社会福祉施設等耐震改修等整備費補助

〔耐震改修分〕関係】 

（１）補助金の交付決定が遅延していた。 

補助金交付要綱で、補助金等の交付申請が到

達してから当該申請に係る補助金等の交付決定

をするまでに通常要すべき標準的な期間は 30

日間と規定しているにもかかわらず、交付決定

までに38日を要していた。 

補助金交付申請年月日 平成25年７月11日

補助金交付決定年月日 平成25年８月17日

 

（２）補助事業実績報告書の審査で、不十分なも

のがあった。 

補助事業の年度繰越に伴う現年度の出来高

に関する実績報告書が提出されていなかっ

た。 

（措置の内容）S-2-4 

 

 

○ 補助金交付における交付決定手続にあたっ

ては、補助金交付要綱を遵守し、適切に行うよ

う改めて職員に周知した。 

 

 

 

 

 

 

○ 補助金交付にかかる事務執行にあたっては、

補助金等交付規則を遵守し、適切に処理するよ

う改めて職員に周知した。 
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所 管 課 医務課   

監 査 対 象 団 体 医療法人博文会小栁記念病院ほか２団体 

（監査の結果）3-8 

【佐賀県病院内保育所運営事業費補助関係】 

（１）実績報告書の審査で、不十分なものがあっ

た。 

   収支決算書及び収支状況報告書で保育料収

入、給与費、退職給与引当金の数値が誤った

まま受理しており、実績報告書の審査を徹底

する必要がある。 

 

（２）補助金の交付事務で、検討を要するものが

あった。 

この補助金は、運営費に係るものであり、

年度末まで事業が実施されているため、年度

内に履行確認が困難であると思われる。全額

概算払での支払いを検討されたい。 

（措置の内容）S-2-5 

  

○ 実績報告書の審査に必要な財務諸表等の書

類を提出させ、適切に審査を行っていく。 

 

 

 

 

 

○ 平成２７年度から、全額概算払いでの支払と

した。 

 

 

 

 

所 管 課 健康増進課 

監 査 対 象 団 体 独立行政法人国立病院機構東佐賀病院 

（監査の結果）3-9 

【佐賀県新型インフルエンザ等対応病棟整備事業

費補助関係】 

（１）補助金交付申請書や実績報告書の審査で、

不十分なものがあった。 

   補助金交付申請書や実績報告書の審査にあ

たり、補助金交付要綱に定めるユニバーサル

デザイン標準仕様への適合状況に関する審査

が不十分であった。補助金交付申請書や実績

報告書の審査を徹底されたい。  

（措置の内容）S-2-6 

 

 

○ ユニバーサルデザイン仕様の適合状況につ

いては、指摘を受けた後、速やかに審査を行い、

適正に対応されていることを確認した。（平成

27年11月6日） 

  今後は、補助金交付申請書や実績報告書の審

査について、補助金交付要綱に基づき、確実に

審査を行うとともに適切な事務処理に務めて

いく。 
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所 管 課  こども未来課 

監 査 対 象 団 体 佐賀県青少年育成県民会議 

（監査の結果）3-1 

【佐賀県子ども・若者育成支援推進事業費補助関

係】 

（１）補助金の精算事務で適正でないものがあっ

た。 

補助金を全額概算払で支払い、事業費の減

少により補助金額の減額変更及び一部返還が

必要となったが、年度内に精算を行っていな

かった。 

（措置の内容）S-2-7 

 

 

○ 補助金額に変更が生じた際には、変更交付決

定を行い、年度内に精算を行うよう職員に周知

した。 

 

所 管 課 こども未来課  

監 査 対 象 団 体 学校法人清風学園ほか73団体 

（監査の結果）3-2 

【佐賀県私立幼稚園運営費補助関係】 

（１）実績報告書の審査で、不十分なものがあっ

た。 

実績報告書で、補助対象外経費の一部を補

助事業に要した経費に含めて報告されてい

るものがあった。  

（措置の内容）S-2-8 

 

○ 補助対象経費については、精査し、適正な事

務処理を行うよう団体あて指導を行うととも

に、実績報告書については担当職員において、

一層の精査を行う。             

 

 

所 管 課 こども未来課  

監 査 対 象 団 体 学校法人清風学園ほか70団体 

（監査の結果）3-3 

【佐賀県私立幼稚園預かり保育推進事業費補助関

係】 

（１）補助金の交付決定が遅延していた。 

補助金交付要綱で、補助金交付申請が到達

してから交付決定をするまでに通常要すべき

標準的な期間は、90日とすると規定されてい

るにもかかわらず、交付決定までに104 日を

要していた。 

補助金交付申請日 平成26年12月4日 

補助金交付決定日 平成27年3月18日 

（措置の内容）S-2-9 

 

○ 平成27年10月29日付けで交付要綱を以下

のとおり改正した。 

  今後は、交付要綱に定めた期間内に交付決定

を行うよう、事務処理を迅速に行うこととして

いく。 

 （改正後条文） 

 規則第4条第3項に規定する補助金等の交付の

申請が到達してから当該申請に係る補助金等の

交付の決定をするまでに通常要すべき標準的な

期間は、90日とする。 

ただし、知事が国庫補助金の交付を申請した日か

ら交付の決定を受けた日までの期間については、

当該標準的な期間に含めないものとする。 
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所 管 課 こども家庭課  

監 査 対 象 団 体 榎田ファミリーホーム 

（監査の結果）3-5 

【平成26年度佐賀県安心こども基金特別対策事

業費補助（児童養護施設等の生活向上のための

環境改善事業）関係】 

（１）実績報告書の審査について、不十分なもの

があった。 

実績報告書の審査に当たり、証拠書類の確

認が不十分なものが認められたことから、補

助条件に従って団体が保管すべき証拠書類の

照合など審査を徹底されたい。 

（措置の内容）S-2-10 

 

 

 

○ 補助条件に従って団体が保管すべき証拠書

類の照合など審査を徹底していく。 

 

所 管 課 産業人材課   

監 査 対 象 団 体 
職業訓練法人唐津高等職業訓練運営会 

ほか10団体 

（監査の結果）3-10 

【佐賀県認定職業訓練運営費補助関係】 

（１）補助金交付要綱で、見直しを要するものが

あった。 

   要綱では、補助金額の算定について、補助

率は対象経費の三分の二以内としか定められ

ていないが、運用では国が定める訓練生数に

応じた補助対象基準額と対象経費の三分の二

の額を比較し、少ない方の額としていた。 

実際の取扱いと符合するよう要綱の見直し

を検討されたい。 

（措置の内容）S-2-11 

 

○ 補助金交付要綱について、実際の取扱いと符

合するよう、補助金額の算定方法の記述を改正

し、平成２８年１月１４日付で通知した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



18 
 

所 管 課 生産者支援課   

監 査 対 象 団 体 
唐津地域有害鳥獣広域駆除対策協議会 

ほか13団体 

（監査の結果）3-11 

【佐賀県イノシシ等被害防止対策事業費補助関

係】 

（１）事業効果の早期発現のため、補助金の内示

時期を検討されたい。 

   電気牧柵設置事業（国庫事業の要件を満た

さないもの）については、補助金の内示が年

度後半（12月）に通知されることから、事業

実施が遅れている。 

事業効果の早期発現のため、補助金の内示

時期を検討されたい。 

（措置の内容）S-2-12 

 

 

○ これまで各市町では国庫事業を優先して事

業実施を行ってきたため、県単事業のとりかか

りが遅くなっていたところであるが、平成 28

年度は、5月16日に開催した市町担当者会議に

おいて、当該事業もできるだけ早期（7月内示）

に事業を実施するため、事業申請の提出期限を

早めることを説明、協力を依頼し、事業効果の

早期発現を図った。 

 

 

 

所 管 課 林業課 

監 査 対 象 団 体 まつら森林組合ほか17団体 

（監査の結果）3-12 

【佐賀県造林事業補助関係】 

（１）補助事業の指導及び審査で不十分なものが

あった。 

① 佐賀県造林事業実施要領運用規程におい

て、確認用の写真の撮影位置及び方向を申請

図面に記入することとされているが、記入さ

れていなかった。指導及び審査を徹底された

い。 

② 補助金交付申請書添付の社会保険等の加入

状況実態調査表で、雇用保険等の加入状況を

誤って記載しているものや、作業者名の記載

が一部漏れているものがあった。交付申請書

の審査を徹底されたい。 

 

（措置の内容）S-2-13 

 

 

 

○ 現地機関を対象とした造林事業検査等に係

る意見交換を行い、それらの意見等を踏まえ、

検査マニュアル（Ver1.0）を策定し、申請書類

の審査及び成工検査が適切に実施されるよう

に改善を図った。 

○ 現地機関を対象とした造林事業書類検査勉

強会を実施し、申請書類の審査及び成工検査に

ついて理解を深めた。 

  なお、勉強会は継続（不定期）していくこと

としている。 

  また、森林組合の系統上部機関である佐賀県

森林組合連合会から、対象団体及び関係団体に

注意喚起を促すとともに適切な指導を行うよ

う、公文書により依頼した。 
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所 管 課 農地整備課  

監 査 対 象 団 体 東与賀町土地改良区ほか28団体 

（監査の結果）3-13 

【佐賀県地域農業水利施設ストックマネジメント

事業補助関係】 

（１）団体への指導で不十分なものがあった。 

   団体では保有する施設を農業用施設台帳等

で管理することとされているが、今回整備し

た施設の更新・補修履歴の記載を行っていな

かった。施設管理を適正に行ううえでも、台

帳の確実な整備が必要であり、団体への指導

を徹底されたい。 

（措置の内容）S-2-14 

 

 

○ 平成28年２月10日付けで事業実施団体に適

正な台帳整備を通知し指導した。 

今後も重点指導事項として位置づけ、指導を

徹底していく。 

 

 

 

 

 

 

所 管 課 学校教育課 

監 査 対 象 団 体 佐賀県高等学校文化連盟 

（監査の結果）3-16 

【佐賀県高等学校文化事業費補助関係】 

（１）補助金交付要綱で見直しを要するものがあ

った。 

平成 26 年度から全国高等学校総合文化祭

の開催準備のため補助金が増額され、活動の

強化が必要な専門部への備品整備費等に充て

られているが、要綱では補助金で取得した財

産の処分制限の規定がない。補助金で取得し

た財産が補助目的に沿って活用されるよう、

要綱に財産の処分制限規定を設けることを検

討されたい。 

（措置の内容）S-2-15 

 

○ 交付要綱を見直し、「財産処分の制限」の規定

を設け、平成２８年度分の補助金から適用する

こととした。 

 

所 管 課 保健体育課 

監 査 対 象 団 体 佐賀県高等学校体育連盟 

（監査の結果）3-17 

【学校スポーツ競技力向上推進費補助関係】 

（１）実績報告書の審査で不十分なものがあった。

実績報告書で、補助対象外経費の一部を補

助事業に要した経費に含めて報告されている

ものがあった。実績報告書の審査を徹底され

たい。  

（措置の内容）S-2-16 

 

○ 補助金交付事務の適正な執行について、再度

周知を行った。 
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所 管 課 港湾課 

監 査 対 象 団 体 佐賀県伊万里港振興会 

（監査の結果）3-15 

【佐賀県伊万里港コンテナ貨物助成事業関係】 

（１）負担金の交付事務で検討を要するものがあ

った。 

この負担金は、年度末まで事業が実施され

ているため、年度内に履行確認が困難である

と思われる。全額概算払での支払いを検討さ

れたい。 

（措置の内容）S-3-1 

 

○ 平成28年度より、負担金を全額概算払とし

て対応する事とした。 

 

 

 

【公の施設の指定管理団体関係】 

所 管 課 障害福祉課 

監 査 対 象 団 体 
一般社団法人佐賀県聴覚障害者協会 

（佐賀県聴覚障害者サポートセンター） 

（監査の結果）4-1 

【公の施設：佐賀県聴覚障害者サポートセンター

関係】 

（１）指定管理運営業務仕様書で見直しを要する

ものがあった。 

   物品の貸出許可業務について、仕様書と実

態が異なるものがあったので、見直しを検討

されたい。 

 

（２）指定管理者への指示で不十分なものがあっ

た。 

   管理運営業務の第三者への委託に際し、協

定書に基づく県の事前承認の手続が取られて

いなかった。 

（措置の内容）S-4-1 

 

 

○ 平成27年10月1日付で指定管理運営業務仕

様書を変更した。 

 

 

 

 

○ 協定書を遵守し、適切に事務処理を行うよう

指定管理者への指示を徹底する。 
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所 管 課 健康増進課 

監 査 対 象 団 体 
特定非営利活動法人佐賀県難病支援ネットワー

ク（佐賀県難病相談・支援センター） 

（監査の結果）4-2 

【公の施設：佐賀県難病相談・支援センター関係】

（１）指定管理者への指導で、不十分なものがあ

った。 

    事業計画書の予算と事業報告書の決算で、

人件費や委託費の計上に齟齬があった。指定

管理者の予算、決算等の事務処理が適正に行

われるよう指導されたい。 

（措置の内容）S-4-2 

 

○ 指定管理者は、予算、決算等の事務処理につ

いての理解が不十分であったことから、適切な

事務処理を行うよう指導を行った。 

今後は、事業計画書及び事業報告書の受付時

に指定管理者へ内容について確認を行い、適切

な事務処理を行うよう指導を徹底していく。 

 

 


